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１ 男女共同参画社会とは 

「男女共同参画社会基本法」では、男女共同参画社会とは「男女が、社会の対等な構成員として、自

らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画 1）する機会が確保され、もって男女が均等に

政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」とさ

れています。すなわち、誰もが性別に関わりなく個人として尊重され、喜びも責任も分かち合い、その

能力・個性を十分発揮することができる社会のことです。 

 

２ 計画策定の背景と趣旨 

長井市では、平成 14年12 月「すべての市民の人権が平等に保障され、男女が共に責任を分かちあ

う社会」を目指し、長井市男女共同参画推進条例（以下、「条例」という。）を公布・施行しました。

その後、条例第９条に基づき、平成 18 年3 月には、「長井市男女共同参画基本計画」、平成２６年３

月には、「長井市第二次男女共同参画基本計画」（以下、「第二次計画」という。）を策定し、男女共

同参画社会の実現に向けて、様々な施策を推進してきました。 

これまでの取組を通じて、男女共同参画に関する意識は少しずつ向上してはいるものの、依然とし

て、性別による役割分担意識や昔ながらの社会慣行が根強く残っており、男女共同参画の理念が十分に

浸透しているとは言えません。また、人口減少社会の本格化や、ジェンダー平等 2）に向けた世界的な潮

流等、社会情勢の急速な変化への対応も求められています。 

この度、第二次計画の計画期間が終了することから、これまでの取組状況を踏まえ、男女共同参画に

係る課題や社会情勢の変化に対応した、「長井市第三次男女共同参画基本計画～ながいスマイルプラン

～」を策定します。 

 

３ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和 6（２０２４）年度から令和１０（２０２８）年度までの５年間としま

す。なお、社会情勢の変化等があった場合は、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

 

                                                 
1) 参画とは、単に「参加」するのではなく、政策などの立案及び決定の段階から加わること。 

2) ジェンダーとは、男らしさ、女らしさといった、社会的・文化的につくられた性差のこと。ジェンダー平等とは、一人ひとりの人間が、性別にかかわら 

ず、平等に責任や権利や機会を分かち合い、あらゆる物事を一緒に決めることができること。 

 
 

第１章 計画の基本的な考え方 
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４ 計画の位置づけ 

（１） 本計画は、「男女共同参画社会基本法」第 14条第３項に基づく「市町村男女共同参画計画」

として位置付けます。 

（２） 本計画は、国の「第五次男女共同参画基本計画」や「山形県男女共同参画計画」の趣旨を踏ま

えるとともに、市の最上位計画である「長井市第六次総合計画」の個別計画と位置付け、他分野

の関連計画と整合を図り、策定するものです。 

（３） 本計画の一部は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下女性活躍推進

法）第６条第２項に基づく「市町村推進計画」として位置付けます。 

（４） 本計画の一部は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下 DV 防止

法）第２条の３第３項に基づく「市町村基本計画」として位置付けます。 

（５） 本計画は、SDGｓ（持続可能な開発目標）の理念と軌を一にするものであり、目標５「ジェン

ダー平等の実現」をはじめ、本計画に関連する目標について、計画全体の実行を通して貢献して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆SDGｓ（持続可能な開発目標）とは？ 

SDGｓとは、２０３０年までに「誰一人取り残

さない」持続可能でより良い社会の実現を目指

す世界共通の目標です。17 のゴールと１６９

のターゲットから構成されており、目標５とし

て「ジェンダー平等の実現」が掲げられていま

す。また、「ジェンダー平等」は、経済・環境

などのすべてのゴールの達成を左右するもの

で、分野横断的に重要だとされています。本計

画では、どの分野でも「ジェンダー平等」の視

点から取り組みを進め、SDGｓに貢献します。 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児の 

エンパワーメントを図る 
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5 計画の推進体制と進行管理 

 

（１）行政における推進体制 

全庁で横断的な取り組みを行うため、関係各課長からなる推進本部会及び作業部会を組織し、推進状

況についての評価を行い、改善策の検討を行います。 

 

（２）市民との協働の推進体制 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

条例第１６条に基づき、長井市男女共同参画推進審議会を設置し、男女共同参画推進に関する基本的

かつ総合的な施策及び重要事項を調査審議していきます。また、市内のあらゆる分野において男女共同

参画を推進していくために、市民、事業者等、国及び県と協働で取り組んでいきます。 

 

（３）実施状況の公表と進行管理 

条例第 15 条及び長井市男女共同参画推進条例施行規則第２条に基づき、施策の総合的な推進を行う

ため、毎年進捗状況調査を行い、主要な施策の実施状況等について公表し、施策の評価と改善を行いま

す。  

また、本計画においては、それぞれの事業において男女共同参画社会の理念を意識しながら取り組ん

でいけるよう、具体的な成果指標を設定し、5 年単位で見直しをかけながら推進していきます。 

 

 

 

 

国 

山形県 

長井市男女共同参画推進審議会 

（有識者１０名 男女同数 任期２年） 

推進本部会議（関係各課長で構成） 

作業部会（各課から推薦された職員で構成）  

市 長 

周知 

啓発 

連携 

施策の進行管理・見直し 

学校 

職場 

家庭 

地域 

社会全体 

行 政 

市 民 

意見 

提案 

参画 

実施状況

の報告 

意見 

提案 

（一社）長井市 

コミュニティ協議会 

中央コミュニティセンター  平野コミュニティセンター 

致芳コミュニティセンター  伊佐沢コミュニティセンター 

西根コミュニティセンター  豊田コミュニティセンター 
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１ 施策の取組みと成果 
 
 前計画では、条例第４条の「目指す姿」に基づき、「家庭」、「学校」、「職場」、「地域」と、4

つの分野を包括する「社会全体」という５つの分野にわけ、目標を定めて施策を展開してきました。 

 

 

（１）社会において目指す姿（社会全体分野） 

一人ひとりが人間としての人権を尊重する社会、あらゆる分野で男女の意見や考えが反映される社会

を目標に、「男は仕事、女は家庭」といった固定的性別役割分担意識 3）の解消、政策・方針決定過程へ

の女性の参画推進のため、地域講座の開催やパネル展の実施、市報やホームページ、SNS を活用した

情報発信等、意識啓発活動に取り組みました。 

市の審議会等委員への女性登用については４０％の目標値を設定し、委員選定の際に各課で配慮して

きました。目標値の達成には至らなかったものの、令和元年以降は、調査対象とした全ての審議会にお

いて、女性委員が選定される状況が継続しています。また、計画スタート時、市職員の女性管理職は０

人であったのに対し、現在は３５名中１０名となり、徐々に女性活躍の推進が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

                                                 
3 ) 性別による固定的な役割分担意識とは、「男は仕事、女は家庭」、「男は主役、女は従」というように、性の違いによって役割を固定してしまう考え 

方や意識のこと。 

第２章 これまでの取り組みと現状 
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（２）家庭において目指す姿（家庭分野） 

男女がともに対等な家族の一員として協力しながら、家事、育児、介護等ができる家庭を目標に、子

育て・介護支援、健康づくりへの支援、家庭の悩み解消の支援などに取り組んできました。 

家庭状況に応じた子育て支援として、パパママ教室は、ニーズに合わせたカリキュラムの見直しや母

子手帳交付時の参加勧奨を徹底したことで、夫婦での参加が増加傾向にあります。また、子育てアプリ

サービス「母子モ」を導入し、子育て世帯の不安を取り除くための定期的な情報発信取り組みました。 

子育て支援センターは、新型コロナウイルス感染症の拡大により、大きく影響を受けましたが、一部

事業の縮小と感染対策を講じながら、 「まざ～れ」「いろは」「にじいろ」の 3か所を開設し、親子

の遊び場と交流の場を提供するとともに、育児相談等の支援を実施しました。令和５年 9月には、遊び

と学びの交流施設「くるんと」も開設し、今後のさらなる支援策の充実が期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学校において目指す姿（学校分野） 

こどもたち一人ひとりが互いを尊重し認め合いながら、自らの個性と能力を発揮し、楽しく学校生活

を送ることができるよう、男女平等教育や健康教育の推進、情報モラル教育の推進に取り組みました。 

市内小中学校においては、性別によらない名簿の導入を進めるとともに、令和３年度には、中学校の

制服の一部を変更し、女子生徒の制服にスラックスを再導入するなど、生徒の多様性に配慮した見直し

を図りました。職業体験においては、性別に捉われない主体的な選択ができるよう、事業所との連携を

図りながら、幅広い職種の体験が出来るようにしました。 

また、平成２８年度以降は、人権擁護委員と連携し、長井北中学校にて男女共同参画をテーマとした

「人権教室」を継続して実施しています。クイズを交えた講話やグループワークを通じて、互いの人権

を尊重しつつ思いやりを持って生きていくことができる教育を目指しました。 

 

 

 



 

6 

 

 

（４）職場において目指す姿（職場分野） 

誰もがいきいきと働き続けることが出来る職場環境づくりのため、職場における男女の均等な機会と

待遇の確保、ワーク・ライフ・バランス 4）の推進に取り組みました。 

令和２年２月には、地域一体で働きやすい環境整備を進めるため、市長と市管理職３２名、市内企業

１２社とともに「長井市イクボス共同宣言」5）を実施しました。 

市の職員の仕事と家庭の両立を促進するため、両立支援制度一覧を作成し、職員への周知、該当者が

利用しやすい環境の醸成を呼び掛けました。特に、男性職員に対し、個別に配偶者出産休暇制度等を案

内し、積極的に取得するよう声掛けを行うとともに、所属長に対しても配慮するよう指導し、取得しや

すい環境整備に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
4 ) 一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、人生の各段階に応じて自ら希 

望するバランスで多様な生き方が選択・実現できること。 
5 ) イクボスとは、部下や同僚のワーク・ライフ・バランスを考え、個人のキャリアと人生を応援しながら、組織としての成果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽し 

むことができる上司のこと。イクボスを対外的に宣言することを「イクボス宣言」と言い、「共同宣言」として行うことで、地域一体で働き方改革の推進を目指した。 



 

7 

 

（５）地域において目指す姿（地域分野） 

誰もが積極的に地域活動に参画していくことができる、暮らしやすいまちづくりを目標に、地域活動

における男女共同参画の推進や高齢者や障がい者の社会参加の促進、防災分野への女性の参画拡大等に

取り組んできました。 

女性消防団員については、様々な機会を捉え入団促進に継続して取り組んだことで、増員につながり

ました。また、長井市としては数年ぶりに女性が地区長となるなど、徐々に地域活動における女性参画

の状況も見受けられます。 

ミニデイサービスについては、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受け、活動団体の休止など

により利用者の大幅な減少に見舞われましたが、感染対策を講じた活動の浸透により、徐々に回復傾向

にあります。高齢者の孤立を防ぐため、各コミュニティセンターにおけるサロン機能の設置や、空き家

を活用した健康教室の実施など、多様な通いの場を創出し、地域の居場所づくりと支え合いの地域づく

りの実現に取り組みました。 
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２ 長井市の男女共同参画の現状  

 

（１）人口の推移 

 長井市の人口は、平成２２年に人口３万人を割り込んで以降、令和２年には２万 6,543人となり、

少子高齢化による人口減少が急速に進んでいます。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令

和７年には人口は２万 4,000 人を下回るとされています。同年には、人口に占める高齢者の割合は３

６．８％となり、働き手である成年世代（１５～６４歳）１．４人で１人の高齢者を支える状態が予想

されています。 

 また、人口の社会増減数については、１０代後半から２０代前半については男女ともに減少幅が大き

いものの、２０代後半から３０代前半については女性の減少幅が特に大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１】長井市の人口の推移と今後の推計 

（資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計人口（H30）） 
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【図２】男女別・年代別の社会増減数 

（資料：住民基本台帳移動人口報告より算出（R4）） 
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（２）家族形態の変化 

 長井市は、全国と比べて三世代同居世帯や一世帯あたりの世帯人員が多いという特徴がありますが、

平成２年度に３．７９人だった世帯人員は、令和２年度には２．７人へと減少しています。また、総世

帯数に占める核家族世帯と単身世帯の割合は上昇傾向にあり、核家族化が進んでいることがうかがえま

す。晩婚化や未婚を選択する人の増加などにより、人生の多様化も進んでおり、「家族」の形態も変化

していると言えます。 

 

 

（３）労働力の現状 

山形県の共働き世帯率は5９.９％と全国平均５１．６％を大幅に上回っており、全国でも 2 番目に

高い値ですが、長井市の共働き率は６１.９％とさらに高いことが特徴です。また、人口に占める労働力

人口の比率を示す労働力率 6）を見ると、全国の女性の労働

力率が子育て期にあたる30 歳代を谷とするＭ字カーブを

描くのに対し、長井市は、Ｍ字の谷がほとんど見られず男

性の台形型に近いという特徴があります。このことから、

長井市の女性は結婚・出産・育児等をしても離職する割合

は低い、もしくは離職しても復職する割合が高いことが考

えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
6 ) 労働力率＝「労働力人口」÷「15 歳以上人口（労働力状態不詳を除く）」×100 

（労働力状態不詳を「労働力人口」（分子）、「15 歳以上人口」（分母）の双方に含めない。） 
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全 国 3.05 2.91 2.76 2.55 2.42 2.33 2.21
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【図４】世帯人員の推移（H２～R２）（単位：人） 

【図６】男性の労働力率（R2）（単位：%） 

 

【図７】女性の労働力率（R2）（単位：%） 

 

【図５】共働き世帯率（R２）（単位：%） 

 

（資料：総務省「国勢調査」令和２年度より作成） 

 

 

 

【図３】家族形態の推移（H12～R2）（単位：世帯） 
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（４）男女共同参画に関する意識調査 

 

 令和２年度に実施した市民アンケートにおける男女共同参画に関する意識調査によると、「社会全体

で男女平等だと思うか」という問いに対し、「そう思わない」、「どちらかといえばそう思わない」と

回答した人は４５．３％で、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した３８．５％を上回

りました。その中で「特に不平等を感じるのはどの項目か」という問いで一番多かったのが、「社会通

念や習慣、しきたり」という回答でした。 

性別の結果を比較してみると、社会全体で男女平等だと感じているのは男性が４２．２％なのに対

し、女性は３１．９％と、約１０％程度、女性の方が低い結果となっています。また、年齢別の結果を

みてみると、20代では、男女平等だと感じている割合が、不平等だと感じている割合よりも高い結果

となりましたが、それ以外の年代ではほとんどが、不平等に感じている割合の方が高い結果となりまし

た。特に、30 代と 60代において、不平等に感じていると回答する割合が５割を超えており、高い結

果となっています。 
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【図８】長井市における男女共同参画の意識について（R2）（単位：%） 

   ～「あなたは、社会全体で男女平等だと思いますか。」～ 

 

 

【図９】長井市における男女共同参画の意識について（R2）（単位：%） 

   ～「あなたが、特に不平等であると感じるのはどの項目ですか。（あてはまる番号を２つ選択）」～ 

 

 

 

習 

【性別】 

【年齢別】 
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５．法律や制度上で

６．議会や政治の場

７．社会通念や習慣、しきたり

その他



 

12 

 

 

また、令和４年度に実施した市民アンケートでは、地域活動への参加について問う項目において、

「地域活動に参加する場合、どのような条件が必要になるか」という問いに対し、「誰もが平等な立場

で参加できる条件や雰囲気」、「参加しやすい曜日や時間帯への配慮」がともに４２．７％と回答数が

多い結果となりました。誰もが地域活動に参画しやすい環境づくりや地域に残る昔ながらの社会慣行の

見直しによる柔軟な対応が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１０】長井市における地域活動について（R４）（単位：%） 

～「今後、あなたが地域の活動に参加する場合、どのような条件が必要になるか。（あてはまる番号を２つ選択）」～ 
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１ 基本目標 

条例前文で定められた次の目標をここで改めて確認し、市民、事業者及び行政が連携協力しながら男

女共同参画推進に取り組んでいくものとします。 

 

誰もが個性と能力を発揮できるまち 

 

２ 基本理念 

 長井市男女共同参画推進条例第３条に掲げる「基本理念」のもとに、「誰もが個性と能力を発揮

できるまち」を目指します。 

 

（１）ジェンダー平等による人権の尊重（条例第３条第１項）  

男女共同参画推進にあたり、男女が、ジェンダー平等 2)を理解することで、個性

と能力を発揮する機会が確保され、人権が尊重されること。  

 

（２）社会慣行にとらわれない自由な意思と選択による活動（条例第３条第２項）  

男女共同参画推進にあたり、男女が、社会慣行にとらわれずに、自分の自由な意

思と選択による活動ができるように配慮されること。  

 

（３）活動の立案、方針決定及び推進への対等な立場での参画（条例第３条第３項）  

男女共同参画推進にあたり、男女が、家庭、職場、地域、学校、行政その他の社

会生活における活動の立案、方針の決定及び推進において対等な立場で参画し責任

を分かち合えること。 

 

（４）生涯にわたる健康の確保（条例第３条第４項）  

男女共同参画推進にあたり、男女が、妊娠、出産、母性保護その他性に関するこ

とについて互いに理解を深めることにより、男女の生涯にわたる健康が確保される

こと。 

 

                                                 

 

第３章  計画の特徴 
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３ 計画推進の概念図 

 本計画では、「家庭」、「学校」、「職場」、「地域」と、それら 4 つの分野を包括する「社会全

体」という計５つの分野にわけ、相互に連携しながら計画を推進していきます。 
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【現状と課題】 

○ 性別による役割分担意識や社会慣行は今もなお根強く残っており、男女共同参画の重要性や理念

の浸透にはまだまだ至っていない状況です。社会全体として男女共同参画社会や多様性への理解

促進と意識醸成を図るため、効果的な啓発活動を継続して行っていく必要があります。 

 

○ 市の審議会等委員への女性登用については、依然として男女比がアンバランスな審議会も見受け

られ、各分野に女性の意見・考え方が十分に反映されているとは言えない状況にあります。審議

会委員においては、関係団体の代表等が充て職により就任する場合も多く、組織の代表に女性が

少ない現状において、女性割合が低い傾向につながっています。政策・方針決定過程への女性参

画を拡大するため、充て職による任用の是正や女性人材の育成を進めていく必要があります。 

 

○ 令和５年６月に「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解増進に

関する法律」（LGBT理解増進法）7）が施行されるなど、国としても多様な性への理解促進等に

力を入れています。しかし、正しい知識を得られる機会が少なく、多様な性に対する理解は十分

とは言えません。無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）8）や性差に基づく偏見・差別

を無くし、誰もが自分らしく生きやすい社会となるよう、多様な性に関する理解を深めるための

取り組みを推進する必要があります。 

 

                                                 
7 ）

 「性的指向やジェンダーアイデンティティを理由とする不当な差別はあってはならない」という基本理念のもと、国や自治体、企業、学校に対し 

て、性的指向やジェンダーアイデンティティの多様性に関する理解の増進を求める法律。この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的 

感情の対象となる性別についての指向をいう。「ジェンダーアイデンティティ」とは、自己の属する性別についての認識に関するその同一性の有無 

又は程度に係る意識をいう。 
8 ） 自分自身も気づかない無意識のうちに、過去の経験や人の属性などから、ものの見方や捉え方を決めつけてしまうこと。 

１ 社会全体で目指す姿 
 

第４章 実現のための施策 

『誰もが多様性を尊重し認め合う社会づくり』 

誰もが性別に捉われることなく、個人の人権を尊重し、個性や能力を十分に発揮できる

持続可能な社会を目指します。社会全体のあらゆる分野で多様な意見や考えを反映させ、

男女共同参画の視点に立った環境整備を推進します。 
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○ 人口減少・少子高齢化が進む社会の中で、若年層、特に女性の県外流出に歯止めがかからない状

況です。長井市においても、平成２２年に人口３万人を割り込んで以降、令和２年には２万６，

５４３人となり、今後も人口減少の進行が見込まれます。社会増減については、１０代後半から

２０代前半については男女ともに減少幅が大きいものの、２０代後半から３０代前半については

女性の減少幅が特に大きくなっています。女性が若い時から自己実現できる機会の創出、柔軟な

働き方やライフスタイルに関する情報発信などに取り組むとともに、「女性はこうあるべき」と

いった価値観を押し付けることなく、多様化する生き方を受け入れる寛容性を社会全体で醸成

し、地元定着・回帰につながる取り組みを積極的に進める必要があります。 

 

○ 暴力は、その対象の性別や世代を問わず、重大な人権の侵害にあたります。特に、女性に対する

ドメスティック・バイオレンス（DV）は深刻な社会問題となっており、被害が潜在化しやすい

傾向にあることから、その根絶は男女共同参画社会を実現する上で大きな課題です。また、被害

者のみならず、そのこどもの面前でのＤＶが児童虐待にあたるなど、こどもへの影響や被害につ

いても見逃すことはできません。あらゆる暴力を根絶するための意識啓発を図るとともに、DV

被害を受けた方が、孤立することなく、安心して相談できる体制を確保するなど、被害者の立場

に立ったきめ細やかな対応が求められます。 

 

 

【施策の方向性】 

施策の方向性１ 性別による役割分担意識の解消と社会慣行の見直し 

男女共同参画を実現していくには、性別による固定的な役割分担意識を解消し、互いに支え合う

社会的機運を醸成することが必要です。また、家庭、職場、地域など社会のあらゆる場面で平等に

機能していない慣習・慣行の見直しも必要です。これらに対応する啓発活動による意識の向上を図

ります。 

 

主な施策 

① 男女共同参画を推進するための講座、意見交換会、講演会等の開催 

② 多様な媒体を通じた広報・啓発活動の推進 

 

施策の方向性２ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 【※女性活躍推進計画】 

多様な考え方を活かす社会を築くため、審議会ごとに委員への女性登用を拡大するとともに、事

業所や各種団体が男女共同参画社会の必要性を認識し、自らの問題として取り組めるように女性の

参画を呼びかけます。 

 



 

18 

 

主な施策 

① 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の周知による理解促進と推進 

② 市の審議会等委員への多様な女性人材登用の推進 

③ 産業団体、地域各種団体等の役員への女性登用拡大の働きかけ 

④ 市の管理職への女性職員登用の推進 

 

施策の方向性３ 多様な性への理解促進 

多様な性への理解を促進するため、国や県、各種団体の取り組みの情報収集を行うとともに、的

確で分かりやすい情報発信を行うことで、正しい知識の周知に努めます。また、多様な性の意識に

関する現状把握のための市民意識調査等を実施し、施策へ反映できるようにします。 

 

主な施策 

① 性自認・性的指向に関する正しい知識の周知、啓発の推進 

② 多様な性の意識に関する相談体制の充実 

③ 市民意識調査の実施、分析、施策への反映 

 

施策の方向性４ 誰もが自己実現できる機会の創出・発信 

 持続可能な地域社会の発展のためには、誰もが自分らしく、自己実現できる長井市として、魅力

的な地域の創出が必要です。特に、県外流出の多い女性や若年層に対し、様々な機会を創出すると

ともに、多様な働き方・暮らし方を発信することで、地元定着・回帰を推進します。 

 

主な施策 

① 長井市で実現できる働き方・暮らし方の情報整理と発信 

② 女性、若年層に対する地元定着・回帰のための支援 

③ 様々な生き方を受け入れる社会全体での寛容性の醸成 

 

施策の方向性５ あらゆる暴力の根絶とサポート体制の充実【※DV防止基本計画】 

あらゆる暴力（身体的暴力、性的暴力、モラル・ハラスメント等の精神的暴力 等）の根絶に向

けた意識啓発を進めるとともに、関係機関との連携を図りながら、迅速で適切な対応ができるよ

う、支援体制の充実を図ります。 

 

主な施策 

① 暴力を根絶し、発生を防ぐための意識啓発 

② DV 早期発見のための体制整備と関係機関との連携強化 

③ DV 相談体制と被害者支援の充実 
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【成果指標】 

指標名 
現状値 

（R4 年度） 

目標値 

（R10 年度） 
関係課 

男女共同参画の啓発に関する取り組みの推進 

（※多様な性に関する情報発信や暴力の根絶につな

がる意識啓発等の取り組みもカウントに含む。） 

   

①  男女共同参画に係る講座・イベント・

パネル展等の実施（広域連携含む） 
4 回／年 ５回／年 地域づくり推進課 

②  市報・ホームページ・SNS 等による男

女共同参画に関する情報発信 
１５回／年 ２０回／年 

地域づくり推進課・

総合政策課 

社会全体がジェンダー平等だと思う人の割合 ― ５０% 
地域づくり推進課・

総合政策課 

審議会等における女性委員の割合 29.6% ５０% 
地域づくり推進課・

審議会を持つ全課 

市職員の管理職（課長相当職以上）に占める

女性の割合 
28.5% ４０％ 総務課 
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【現状と課題】 

○ 人生１００年時代を迎え、家族形態や家族観、生活スタイルは日々変化を遂げており、人生の多

様化が進んでいます。核家族や高齢者の単身世帯が増加する一方で、未婚を選択する人の増加

や、パートナーシップ宣誓制度 9）による新たな家族の形など、様々な生き方が存在しており、あ

らゆる人に寄り添った多様性への理解を促進するとともに、家庭生活はもちろん、社会全体で支

え合いの意識を醸成することが必要です。 

 

○ 長井市の共働き率は６１．９％と、全国平均の５１．６％を大きく上回っています。これは、三

世代同居率の高さや、賃金水準の低下による世帯収入の減少などが要因として考えられますが、

労働意識の変化により、女性の社会進出が進んでいるとも言えます。働く女性が増える一方で、

家事・育児・介護などの家庭の負担が女性に偏る傾向が見受けられるため、家族が協力し合い、

一人ひとりが当事者意識をもって自立した家庭生活を送ることが出来るよう、互いを思いやり支

え合うための意識啓発と家事能力習得支援を充実していくことが必要です。 

 

○ 子育て支援センターは、利用者のメインターゲットである０～２歳児の保育所利用割合が増加し

ている一方で、一定数家庭で子育てしている方もおり、多様化しているニーズに沿うため、子育

て世代の方はもちろん、それを支える祖父母世代の方々にとっても、様々な選択肢を提供できる

よう取り組む必要があります。令和５年 9 月には、遊びと学びの交流施設「くるんと」が新たに

開設するなど、今後もさらなる子育て支援の充実が求められます。 

 

○ ひとり親家庭は、子育てや仕事に関して経済的・精神的な負担が重くなる傾向があります。悩み

事を共有できる機会の創出や生活の安定のための支援が一層求められます。 

 

                                                 
9 ） 一方又は双方が性的少数者である二人の者が、お互いを人生のパートナーとし、日常生活において相互に協力して継続的に生活を共にするこ
とを宣誓し、自治体が宣誓書受領証を交付する制度。 

２ 家庭において目指す姿 
 

『互いに支え合い笑顔あふれる家庭環境づくり』 

家庭生活は、より身近な男女共同参画の場であり、家庭内での理解やコミュニケー

ションを深め、一人ひとりが当事者意識を持つことが重要です。家族が協力し合いな

がら、家事・育児・介護等ができる温かな家庭環境づくりと互いの人権を尊重できる

意識の啓発に努めます。 
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○ 高齢化社会の進行、生涯未婚率の上昇、女性の社会進出に伴う共働き世帯の増加などから、家庭

において労働者が働きながら家族の介護を担うケースの増加が見込まれます。介護による不本意

な離職を防ぐための対策や介護知識・技術の普及が長井市でも喫緊の課題です。 

 

【施策の方向性】 

施策の方向性６ 多様な家族形態、ライフスタイルへの理解促進、意識啓発 

 家族形態やライフスタイルが多様化する中で、家事・育児・介護といった家庭の営みを理解し合

い、思いやりを持って支え合うことができるよう、意識啓発や学習機会の創出に取り組みます。 

 

主な施策 

① 様々な家族形態、ライフスタイルに関する情報提供、支え合いの意識啓発  

② 男性の家事・育児・介護への参画促進のための支援 

 

施策の方向性７ 子育て支援 

誰もが安心してこどもを産み育てることができる環境を目指し、子育てに孤立感や不安を抱くこ

とがないよう、子育て全体についての相談・支援体制の充実を図ります。 

 

主な施策 

① 家庭状況に応じた子育て支援・相談体制の充実 

② 子育て講座受講の機会や情報の提供  

③ 妊娠・出産・育児期における母子の健康確保の推進 

 

施策の方向性８ 高齢者・障がい者の自立支援 

 高齢者等が経済的、社会的に自立し生き生きと暮らすことができる施策の充実を図ります。 

 

主な施策 

① 高齢者・障がい者の生活自立のための福祉サービスの充実 

② 自立に関する情報提供と相談・支援の充実 
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施策の方向性９ 介護支援 

 介護者を支援するための体制整備を図り、介護に携わることの重要性を理解するための情報提供

や相談、介護知識・技術の習得の機会を増やしていきます。 

 

主な施策 

① 介護保険制度の適正利用の促進 

② 介護に関する情報提供と相談・支援体制の整備 

③ 介護知識・技術の普及 

 

【成果指標】 

指標名 
現状値 

（R4 年度） 

目標値 

（R10 年度） 
関係課 

パパママ教室に夫婦で参加した

割合 
48.5% ７０％ 健康スポーツ課 

遊びと学びの交流施設「くるん

と」子育て世代活動支援センタ

ー利用者数 

０人 75,000人 子育て推進課 

子育てアプリ登録者数 417 人 ６００人 健康スポーツ課 
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【現状と課題】 

○ こどもたち一人ひとりが互いを尊重し理解し合いながら、明るく楽しい学校生活を送れるよう人

権教育を一層重視して進める必要があります。 

 

○ 性別に関する偏見や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の形成には、こどもの成長

過程における学校教育の環境や日々の生活が与える影響が強いと考えられます。市内中学校にお

ける制服選択制の導入や校則の見直しなど、生徒の多様性に配慮した取り組みを進めてきました

が、今後も学校の運営体制や生徒会活動等、学校教育のあらゆる場面で適切な待遇や役割分担の

実現がなされるよう、ジェンダーに捉われない多様性を尊重した教育環境づくりを進める必要が

あります。 

 

○ 職場体験等では、ジェンダーに捉われない主体的な選択ができるよう、事業所との連携を図りな

がら、幅広い職種の体験ができるようにしていますが、今後も体験を通して将来の生き方を身に

つけられるようキャリア教育を充実させていく必要があります。 

 

○ 一人ひとりが相互に理解し、将来にわたって健康維持できるよう学校、家庭、地域で連携した健

康教育を充実することが必要です。 

 

○ インターネットの普及が進み、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）においては、

発信主体が多様化し、人権を侵害するような違法・有害な情報の受信も容易となっています。こ

うしたメディアを取り巻く現状に対応し、不適切な情報から身を守ることができるよう、情報モ

ラル、情報リテラシーを向上させる指導等を進めることが必要です。 

 

 

３ 学校において目指す姿 
 

『一人ひとりの特性を尊重する教育環境づくり』 

人間形成に強く影響するのは、幼少期からの生活環境であり、特に学校教育が果たす

役割は大きいといえます。学校教育全体を通じて、多様な価値観や互いの個性を認め合

い、他者を尊重することができる児童・生徒が育つ環境づくりを進めます。 



 

24 

 

【施策の方向性】 

施策の方向性１０ ジェンダー平等教育の推進 

個性や多様性を認め合い、こどもたちが一人ひとりを尊重できるよう、ジェンダー平等の理念を

育むための教育を充実させます。また、性別役割分担意識や性別に関する偏見・無意識の思い込み

（アンコンシャス・バイアス）に気づき、正しい理解につながるように取り組むとともに、多様性

の観点から制度や慣習の見直しを進めていきます。 

 

主な施策 

① 無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の理解促進と多様性に配慮した学校運営 

② 性の多様性を学ぶための学習機会の充実 

③ 教職員及び保護者への意識啓発・理解促進につながる機会の創出 

 

施策の方向性１１ 健康教育の推進 

 各教科、道徳、特別活動を通して、身体的性差を理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する

思いやりを持って生きていくことができる教育を推進します。また、発達段階に応じた授業の実施

や相談体制の充実に取り組みます。 

 

主な施策 

① 児童・生徒の人権に配慮した相談体制の充実 

② 発達段階に応じた適切な性に関する授業の実施 

 

施策の方向性１２ 情報モラル、情報リテラシー教育の推進  

 SNS 等のメディアを通じて流れる様々な情報を主体的に選択・判断できる能力の育成に努める

とともに、情報モラルやメディアとの正しい付き合い方を家庭と連携しながら推進します。 

   

主な施策    

① 外部機関と連携した小・中学生の発達段階に応じた情報モラル、情報リテラシー教育の推進 

② 有害な情報から身を守るための家庭と連携した取り組み 
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施策の方向性１３ キャリア教育の推進 

 各小中学校における地域の職場体験等の充実により、郷土を愛する心の育成や、ジェンダーに捉

われず、多様な選択肢を知り、自ら進路や職業を選び取る力を身に付けられるキャリア教育を進め

ていきます。 

 

 

主な施策    

① ジェンダーに捉われない主体的な進路・職業選択への支援 

② 地域の特色を生かした教育の充実 

 

 

 

 

【成果指標】 

指標名 
現状値 

（R4 年度） 

目標値 

（R10 年度） 
関係課 

小中学校における男女共同参画

に関する啓発活動の実施回数 
1 回／年 ２回／年 

地域づくり推進課・

学校教育課 

自分と違う意見について考える

のは楽しいと思うこどもの割合 

（全国学調） 

小学校 78.4％ 

中学校 82.2％ 

（R５年度） 

小学校 83％ 

中学校 87％ 
学校教育課 

困りごとや不安がある時に、先

生や学校にいる大人にいつでも

相談できるこどもの割合（全国

学調） 

小学校 69.3% 

中学校 68.1% 

（R５年度） 

小学校 80％ 

中学校 80％ 
学校教育課 
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【現状と課題】 

○ 山形県は、かねてより、共働き世帯率が高く、結婚・出産しても働き続ける女性が多い状況にあ

ります。育児をしながら働く女性の割合は、７９．４％と、全国平均の６４．２％を大きく上回

り、全国で 4 番目に高い水準です。家庭状況によっては、非正規雇用を選択するケースも多く、

女性の雇用者の約半数が非正規雇用者となっており、賃金格差や処遇改善などの課題も見受けら

れます。また、結婚、出産に際し仕事を辞めざるを得なかった女性の復職・再就職は容易ではな

く、原因として、支援の不足や支援制度自体が浸透していないことが考えられます。女性の能力

開発や就職・復職のためのリカレント教育 10）やリスキリング 11）などの各種支援策の充実、雇

用創造事業等による雇用拡大・仕事作り、起業したい方を後押しする人材育成・仕事作り（創

業）支援など、様々な取り組みを進める必要があります。 

 

○ 働きたい人すべてが、仕事と家事・育児・介護等を含む生活との二者択一を迫られることなく働

き続け、その能力を十分に発揮するためには、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現が必要不可欠です。長時間労働削減等の働き方の見直しに向けた啓発や、誰もが安心して

子育てや介護ができるよう多様な選択を可能とする環境整備を進める必要があります。 

 

○ 平成 27年 9月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）が施

行され、あらゆる分野において女性の活躍を推進しようとする機運が高まっています。少子高齢

化により、生産年齢人口の減少が見込まれる中、女性の労働力は経済活動を支えるために大きな

役割を担い、管理職への積極的な女性登用が進むなど、欠かせない状況にあります。あらゆる分

野、業種における女性活躍を推進するとともに、働きやすい職場環境づくりに取り組みます。 

 

 

 

                                                 
10 ） 学校教育を終えた社会人が、必要に応じて教育を受け、自分のタイミングで学び直すこと。 

11 ） 新たな分野や職務にて新しいスキルを習得すること。リカレント教育とリスキリングは、共に社会の急激な変化やデジタル技術の革新などに対応
するために推進されている。 

４ 職場において目指す姿 
 

『個性と能力を発揮し活躍できる職場環境づくり』 

就業の環境は、私たちの生活を支える経済的基盤であるとともに、自己実現にもつな

がるものです。誰もが個性と能力を発揮しいきいきと働き続けることができる就業環

境、仕事と家庭を両立できる就業環境を目指します。 
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○ 令和３年６月に「産後パパ育休制度（出生時育児休業制度）」12）が創設されるなど、法改正や

制度整備が進んでいます。しかしながら、休業中の給付金が６割程度にとどまること、特に長井

市に多い小規模事業者などでは人が少なく代わりの人がいないこと、職場の理解が得られないこ

となどから、男性の育児・介護休業取得がなかなか進んでいない現状があります。各種制度の周

知を徹底するとともに、企業経営者や管理職に向けた意識啓発や取得促進に向けた優良事例の情

報提供など、改善のための取り組みをさらに強化していく必要があります。 

 

○ 近年、働く場所に拘らない、多様な働き方が浸透しつつあります。雇用や就業形態が多様化する

中で、それぞれの価値観やライフスタイルに応じた働き方を選択でき、適正な労働条件が確保さ

れることは、一人ひとりの個性と能力の発揮を促進し、活躍の場の創出にも繋がります。働く意

欲を持つ人が、それぞれの目指す働き方に応じた雇用・就労環境を選択できるよう、支援策の充

実が求められます。 

 

 

【施策の方向性】 

施策の方向性１４ 職場における均等な機会及び待遇の確保 

男女雇用機会均等法の遵守や職場における格差解消に向けた改善措置の理解を深め、セクシャ

ル・ハラスメント等の各種ハラスメントを防止し、誰もが働きやすい環境の整備を進めます。 

 

主な施策 

① 男女雇用機会均等法等の関係法令の周知 

② 職場における積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の啓発 

③ 職場における各種ハラスメント防止対策の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
12 ） 男性が子の出生日から８週間以内に、最長４週間（２８日）の育休をとれる制度。２回に分けての取得も可能であり、１歳までの育児休業とは別 

に取得することができる。男性の育児休業取得促進のため、取得ニーズが高い子の出生直後の時期に、これまでよりも柔軟で取得しやすい休業 

制度として設けられた。 

【※女性活躍推進計画】 

 



 

28 

 

施策の方向性１５ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

 

誰もが働きながら、安心してこどもを産み育てること、また家族を介護することができるように

両立支援を推進します。また、育児・介護休業を取得しやすい職場環境づくりを促進します。 

 

主な施策 

① 事業所と連携したワーク・ライフ・バランス促進のための考え方の普及と働き方の見直しに

つながる意識啓発 

② 多様なニーズに応じた子育て支援の充実 

③ 育児・介護休業制度の更なる普及促進 

④ 制度を利用しやすい職場環境づくりの促進 

 

 

施策の方向性１６ 多様な働き方の普及促進と職業能力開発の支援 

誰もがいきいきと働き続けることができるために、新たなライフスタイルに対応した、多様で柔

軟な働き方の実現に向けて環境整備を進めるとともに、女性の資格習得支援など職業能力の向上を

図り、女性が主体的に職業選択を行えるように支援していきます。 

 

主な施策 

① 多様な働き方に対応した環境整備の促進 

② 多様な働き方や多様な分野における女性活躍の事例等の情報発信 

③ 女性の職業能力開発や復職のための支援 

 

 

【成果指標】 

指標名 
現状値 

（R4 年度） 

目標値 

（R10 年度） 
関係課 

やまがたスマイル企業認定数 － １０社 
地域づくり推進課・

商工振興課 

市の男性職員の育児休業取得率

（一週間以上） 
０％ ８５％ 総務課 

病児保育登録者数 ２８１人 3３0 人 子育て推進課 

 

 

【※女性活躍推進計画】 

 

【※女性活躍推進計画】 
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【現状と課題】 

○ 地域を活力ある豊かなものにしていくためには、担い手が一部に偏ることなく、性別を問わず

幅広い年齢層で構成されるよう、多様化していくことが重要です。そのため、これまでのよう

な男性中心の意思決定過程を見直し、誰もが地域活動に参画できる環境整備と意識改革に取り

組む必要があります。 

 

○ ミニデイサービスや老人クラブについては、高齢者の生きがいの場となっていますが、女性の

参加者が圧倒的に多いため、今後男性が参加したくなるような魅力ある内容等を計画すること

が必要です。 

 

○ 東日本大震災以降も、様々な自然災害が頻発しています。災害時は、女性や高齢者、こども

等、脆弱な状況にある人々がより多くの影響を受けることが指摘されていることから、様々な

影響に配慮した、男女共同参画の視点に立った防災・災害対策が必要です。 

 

○ 人生１００年時代を迎え、誰もが末永く健康で自立した生活を送ることは男女共同参画社会の

実現における基盤と言えます。一人ひとりがお互いの身体的特徴を十分に理解し、思いやりを

持って生きていくことが重要です。生涯を通じた健康の保持・増進のため、ライフステージに

応じた健康支援に取り組む必要があります。 

 

○ 高齢であること、障がいがあること、外国人であること等の理由で、生活上困難を抱える人が

地域や社会から孤立しやすいという課題があります。誰もが安心していきいきと暮らせる社会

の実現に向けて、地域や社会全体で支え合える環境づくりに取り組むとともに、多様な生き方

に沿った支援策の充実が必要です。 

 

５ 地域において目指す姿 
 

『安心・安全にいきいきと暮らせる地域づくり』 

日常の生活を送る場である地域を活力ある豊かなものとしていくためには、男女共同参

画の視点に立った地域活動が求められます。誰もが日々の生活の中で不安や孤立を抱える

ことなく、地域との支え合いによりいきいきと暮らせるまちづくりを進めます。 
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【施策の方向性】 

施策の方向性１７ 地域活動における男女共同参画の推進 

地域社会におけるこれまでの慣行を見直し、誰もが地域活動に参画しやすいよう、意識啓発に取

り組みます。 

 

主な施策 

① 地域活動への参画拡大のための意識啓発の推進 

② 地域団体との連携及び活動の支援 

 

施策の方向性１８ 防災分野における男女共同参画の推進 

災害に強い地域社会の実現に向けて、男女共同参画の視点に立った防災・災害対策に取り組みま

す。 

主な施策 

① 地域防災活動における女性の参画促進と意識啓発 

② 多様なニーズに配慮した避難所運営の促進と防災備蓄の整備 

 

施策の方向性１９ 生涯を通じた健康づくりの推進 

誰もが末永く健康で自立した生活を送るため、健康づくりに自ら取り組める機会の提供に努めま

す。 

主な施策 

① ライフステージに応じた健康保持増進の支援 

② 「性と生殖に関する健康と権利 13）」の考え方の浸透・定着 

 

施策の方向性２０生活上困難を抱える人への対応と多様性を尊重した環境の整備 

貧困や年齢、障がいの有無、国籍や文化の違いなどで困難な状況に置かれている人が、一人ひと

りの能力と個性を発揮し、安心して暮らせる環境づくりに取り組みます。 

 

主な施策 

① 高齢者や障がい者への支援、相談体制の充実 

② 国際理解の推進と在住外国人への支援、相談体制の充実 

                                                 
13 ） 「性と生殖に関する健康と権利」は、リプロダクティブ・ヘルス／ライツを日本語に訳した概念で、女性には妊娠･出産という男性にはない機能が 

あり、そのため男性とは異なる健康上の問題に直面することがある。こうした特徴を持つ女性が生涯にわたって自分の健康を主体的に確保するこ 

とを目指そうという考え方のこと。 
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【成果指標】 

指標名 
現状値 

（R4 年度） 

目標値 

（R10 年度） 
関係課 

市内コミュニティセンター事業

への参加人数（延べ） 
15,658人 ２0,000 人 

地域づくり推進課・

コミュニティ協議会 

女性消防団員の所属人数 16 人 ２０人 総務課 

特定健康診査の受診率 52.4% ５９％ 
健康スポーツ課・ 

市民課 

認知症サポーター養成講座 14）

における男性の割合  
２３％ ４０％ 福祉あんしん課 

 

 

【参考指標（現状把握）】 

※地域での女性活躍を推進するという視点で新たに追加。目標達成を目指すというよりは、『現状の周知と活躍社会へ

の意識化』という意味で設定し、毎年最新データを公表する。） 

指標名 
現状値 

（R4～５年度） 

目標値 

（R10 年度） 

地域活動における女性活躍の推進   

①  
各地区コミュニティセンター運営協議

会委員の女性の割合 

17.8% 

（24 人/135 人） 
女性の割合増加 

②  地区長の女性の割合 
0.7% 

（1 人/137 人） 
女性の割合増加 

③  
市内小中学校 PTA 役員（会長、副会

長）の女性の割合 

２５% 

（８人/３２人） 
女性の割合増加 

④  市議会議員における女性の割合 
12.5％ 

（２人/１６人） 
女性の割合増加 

 

 

 

 

 

 

                                                 
14 ） 認知症サポーターとは、認知症を正しく理解し、認知症の人や家族をあたたかく見守る応援者のこと。長井市では、高齢者が認知症になっても 

本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けることができる社会の実現のために、認知症の正しい知識やつきあい方について 

学ぶことができる講座を定期的に開催している。 
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◎ 審議会委員名簿、計画策定の経過 

◎ 男女共同参画社会基本法 

男女共同参画社会基本法 

 

◎ 長井市男女共同参画推進条例 

◎ 長井市男女共同参画推進条例施行規則 

◎ 長井市男女共同参画推進本部規定 

◎ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

◎ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

◎ 政治分野における男女共同参画の推進に関する法律 

◎ 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する 

国民の理解の増進に関する法律 

 

 

 

 

 

 

付属資料 
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○令和５・6年度 長井市男女共同参画推進審議会委員名簿 

令和6年3月31日現在（会長以下は五十音順、敬称略） 

 

 

 

○計画策定の経過  

日程 会議等 内容等 

令和5年６月２日 

 

長井市男女共同参画推進 

キックオフ会議（第１回本部

会、第１回作業部会、第１回審

議会） 

本部員・作業部員の任命、審議会委員

の委嘱、男女共同参画の講話（講師：

山形大学ダイバーシティ推進室 柿﨑 

悦子 准教授）、経過報告、今後の進

め方 

令和5年6月２９日 第２回作業部会 第六次総合計画の基本構想共有、第二

次計画の総括、第三次計画基本方針に

ついて検討 令和5年７月２０日 

 

第２回本部会 

令和5年７月２５日 第２回審議会（諮問） 会長選出、第三次計画策定について諮

問、第二次計画の総括、第三次計画基

本方針について検討 

令和5年９月１２日 第３回作業部会、第３回審議会

（分科会） 

第三次計画策定に向けた現行計画の見

直しについて（分野班に分かれての意

見交換） 

令和5年１１月１６日 第４回作業部会 

第三次計画素案の内容について 令和5年１２月１１日 第３回本部会 

令和5年１２月１９日 第４回審議会 

令和６年１月１９日～ 

令和６年２月２日 
意見公募 

第三次計画素案の内容について 

⇒応募１件 

令和６年２月２１日 第５回審議会 第三次計画最終案について 

令和６年３月２１日 全員協議会での概要報告 第三次計画の概要について 

令和６年３月２６日 審議会会長から市長へ答申 「長井市第三次男女共同参画基本計画 

～ながいスマイルプラン～」策定 

について 

※審議会＝男女共同参画推進審議会、本部会＝男女共同参画推進本部会、作業部会＝男女同参画推進作業部会

会長 小野 卓也 荒井 晋一 

 井上 榮子 梅津 恵里 

 大泉 紀也 金 東 玉 

 色摩 ゆかり 小笠原 由美 

 横山 誠 渡辺 比呂子 



 

 

○男女共同参画社会基本法 

（平成十一年六月二十三日） 

（法律第七十八号） 

第百四十五回通常国会 

小渕内閣 

改正 平成一一年七月一六日法律第一〇二号 

同一一年一二月二二日同第一六〇号 

男女共同参画社会基本法をここに公布する。 

男女共同参画社会基本法 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課

題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図

っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある

社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに

国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
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一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女

の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役

割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、

男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は

慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮

されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体に

おける政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを

旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、か

つ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかん

がみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含

む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準

じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等） 
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第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政

上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければな

らない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画

を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同

参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 
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第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定

し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適

切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別

的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被

害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究

その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努め

るものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関と

の情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必

要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体

が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置

を講ずるように努めるものとする。 

第三章 男女共同参画会議 

（平一一法一〇二・全改） 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

（平一一法一〇二・全改） 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係

各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施

策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

（平一一法一〇二・全改） 
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（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

（平一一法一〇二・全改） 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（平一一法一〇二・全改） 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分

の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（平一一法一〇二・全改） 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

（平一一法一〇二・全改） 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に

対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求める

ことができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の

者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（平一一法一〇二・全改） 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事

項は、政令で定める。 

（平一一法一〇二・全改） 

 

附則 

（略） 
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○長井市男女共同参画推進条例 

平成１４年１２月１８日 

長井市条例第３１号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 男女共同参画推進に関する基本施策（第９条―第１５条） 

第３章 長井市男女共同参画推進審議会（第１６条―第１８条） 

第４章 雑則（第１９条） 

附則 

日本国憲法においては、個人の尊重と法の下の平等が謳われ、男女平等の実現に向けた個別法の整備

が行われてきている。しかしながら、少子高齢化社会や急速な経済情勢の変化が生じ、これに対応して

いく上で、男女がお互いの人権を尊重し、あらゆる分野において対等に協力し責任と喜びを分かち合う

男女共同参画社会の形成が緊急の課題となっている。 

私たちのまち長井市においても、昔ながらの社会慣行で男女の役割を決めつけてしまう考え方がいま

だに残っており、地域活動における男女の参画が対等でなかったり、夫婦共働き世帯が多い状況にあり

ながらも、女性の家事、育児及び介護等の負担が大きく、家庭生活において男女が対等とは言えない状

況にある。 

このような状況を踏まえ、市民一人ひとりが男女の生まれながら持つ性差を互いに尊重し、固定的な

役割分担の概念にとらわれることなく、自らの意思で生き方を選択し、個性と能力が発揮できるまちの

実現にむけて、市民、事業者及び行政が連携協力しながら男女共同参画推進に取り組んでいくことを決

意し、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画推進に関し、基本理念を定め、実現すべき姿の達成にむけて、市、

市民及び事業者等の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、

男女共同参画推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 男女共同参画推進 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的

利益を享受することができ、かつ共に責任を担うべき社会形成に向けて取り組むことをいう。 

（２） 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し当該機会を積極的に提供することをいう。 

（３） 市民 市内に居住する者、勤務する者及び在学する者をいう。 
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（４） 事業者等 市内において公的機関、民間を問わず、あらゆる分野において経済活動及び社会

活動を行う者をいう。 

（５） ジェンダー・フリー 男女別に期待される役割やイメージなどの歴史的、社会的及び文化的

に作られた性差により差別されないことをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画推進に関する基本理念（以下「基本理念」という。）は、次の各号に掲げる事項

とする。 

（１） 男女共同参画推進にあたり、男女が、ジェンダー・フリーを理解することで、個性と能力を

発揮する機会が確保され、人権が尊重されること。 

（２） 男女共同参画推進にあたり、男女が、社会慣行にとらわれずに、自分の自由な意思と選択に

よる活動ができるように配慮されること。 

（３） 男女共同参画推進にあたり、男女が、家庭、職場、地域、学校、行政その他の社会生活にお

ける活動の立案、方針の決定及び推進において対等な立場で参画し責任を分かち合えること。 

（４） 男女共同参画推進にあたり、男女が、妊娠、出産、母性保護その他性に関することについて

互いに理解を深めることにより、男女の生涯にわたる健康が確保されること。 

（実現すべき姿） 

第４条 市、市民及び事業者等は、次の各号に掲げる事項を男女共同参画推進による実現すべき姿（以

下「実現すべき姿」という。）とし、その達成に努めるものとする。 

（１） 家庭において実現すべき姿 

イ 「男は仕事」・「女は家庭」等の男女平等を阻害する慣習及びしきたりを超えて、女性が担っ

てきた家事、育児及び介護等の無償労働を理解し評価できる家庭 

ロ 男女が、家事、育児及び介護等を分担することで、地域活動及び社会活動に平等に参画できる

家庭 

（２） 職場において実現すべき姿 

イ 個人の能力、適性及び意欲等が適正に評価され、採用、配置、賃金及び昇進等の男女格差が解

消し、やりがいを感じる職場 

ロ 就学前の子の育児及び養育のため又は介護のための休暇及び休業を男女共に取得できる環境が

整い、ゆとりをもって家庭生活と両立できる職場 

（３） 地域において実現すべき姿 

イ 男女共に対等な立場で自らの意思により活動に参画できる地域 

ロ 今までの慣習及びしきたりにとらわれずに、男女の役割分担が対等になされ、リーダーシップ

を積極的に発揮できる地域 

（４） 教育において実現すべき姿 

イ 男女の身体的な特徴の違いを理解し、生涯において互いの健康が維持できる教育が推進される

こと。 

ロ 人を思いやる心を育み、男女が対等に個性と能力を発揮できる教育が推進されること。 

（市の責務） 

第５条 市は、基本理念にのっとり、男女共同参画推進のため、第２章に掲げる施策を実施する。 
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２ 市は、前項の施策の実施にあたり、市民、事業者等、県及び国と連携して取り組むものとする。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、基本理念にのっとり、実現すべき姿を目指し、家庭、職場、地域及び教育の場におい

て、男女共同参画推進に協力するよう自ら努めるものとする。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画推進のための施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者等の責務） 

第７条 事業者等は、事業を行うにあたり、基本理念にのっとり、実現すべき姿を目指し、男女共同参

画推進に努めるものとする。 

２ 事業者等は、市が実施する男女共同参画推進のための施策に積極的に協力するよう努めるものとす

る。 

（性別による権利侵害に関する配慮） 

第８条 市、市民及び事業者等は、次に掲げる行為により男女の人権を損なわないようにしなければな

らない。 

（１） 性別を理由とする権利侵害及び差別的取り扱い 

（２） セクシュアル・ハラスメント（性的な言動により相手方を不快にさせ、若しくはその者の生

活環境を害し、又は性的な言動に対する相手方の対応によりその者に不利益を与えることをい

う。） 

（３） ドメスティック・バイオレンス（配偶者等から受ける身体的、精神的、経済的又は言語的な

暴力及び虐待をいう。） 

第２章 男女共同参画推進に関する基本施策 

（男女共同参画推進計画） 

第９条 市長は、男女共同参画推進を着実に遂行するため、男女共同参画推進に関する基本的な計画

（以下「推進計画」という。）を策定し、これを実施するものとする。 

２ 市長は、推進計画の策定にあたっては、市民及び事業者等の意見を反映させるものとする。 

３ 市長は、推進計画の実施にあたっては、市民及び事業者等と協力して進めるものとする。 

（積極的改善措置） 

第１０条 市、市民及び事業者等は、男女共同参画の機会の格差の改善が図られるよう関係機関と協力

して積極的改善措置を講ずるものとする。 

２ 市は、各審議会等における委員を委嘱し、又は任命する場合は、男女の定数について均衡を図るた

めの積極的改善措置を講ずるものとする。 

（理解を深めるための措置） 

第１１条 市は、市民及び事業者等の男女共同参画推進に関する理解を深めるため、広報及び広聴活動

等の必要な措置を講ずるものとする。 

（教育及び生涯学習の推進） 

第１２条 市は、学校教育、その他の教育及び生涯学習の場において、基本理念に配慮し、男女共同参

画推進に関する教育の推進、学習の機会の提供、その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（苦情及び相談への対応） 
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第１３条 市は、男女共同参画推進を阻害する問題に関する苦情及び相談を受けた場合は、関係機関と

連携して適切に対応するものとする。 

（情報の共有等） 

第１４条 市、市民及び事業者等は、男女共同参画推進に関する情報を互いに提供し共有化を図り、男

女共同参画推進のために効果的に活用しなければならない。 

（施策の実施状況の公表と評価改善） 

第１５条 市長は、施策の総合的な推進を行うため、主要な施策の実施状況等について公表し、施策の

評価と改善を行うものとする。 

第３章 長井市男女共同参画推進審議会 

（設置） 

第１６条 市長の諮問に応じ、男女共同参画推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査

審議するため、長井市男女共同参画推進審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（構成等） 

第１７条 審議会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員の数は、男女同数となるよう努めなければならない。 

３ 審議会の委員の選任にあたっては、市民を代表する者、知識経験を有する者及び公募に応じた者の

うちから、市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

（庶務） 

第１８条 審議会の事務局は、地域づくり推進課に置く。 

第４章 雑則 

（委任） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成２７年３月２６日条例第６号)抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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○長井市男女共同参画推進条例施行規則 

平成１４年１２月１８日 

長井市規則第２４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、長井市男女共同参画推進条例（平成１４年条例第３１号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（実施状況の公表） 

第２条 条例第１５条に規定する施策の実施状況の公表は、毎年１回行うものとする。公表時期につい

ては、市長が別に定めるものとする。 

（委員） 

第３条 条例第１６条第１項の審議会には、会長及び副会長各１名を置き、会長は、委員が互選する。

副会長は、会長が指名する。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 

（会議等） 

第４条 審議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議は、次に掲げる事項について審議を行う。 

（１） 推進計画の策定及び変更に関すること。 

（２） 施策の基本的事項及び重要事項に関すること。 

（３） 施策の評価及び改善に関すること。 

（部会） 

第５条 審議会に専門の事項を調査審議するため、専門部会を設けることができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長をおき、部会に属する委員の互選とする。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（会議録） 

第６条 会議録は、事務局に調製させ、次の事項を記載する。 

（１） 開会及び閉会に関する事項 

（２） 出席及び欠席委員の氏名並びに職務のため出席したものの職氏名 

（３） 会議に付した事件及び会議の経過 

（４） その他会長又は審議会において必要と認めた事項 

（委任） 

第７条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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○長井市男女共同参画推進本部規程 

平成２５年５月２日 

長井市訓令第７号 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現を目指し、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、長井市男女共同参画推進本部（以下「本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 本部の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 長井市男女共同参画基本計画の推進に関すること。 

（２） その他男女共同参画の推進に係る重要事項に関すること。 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は副市長をもって充て、副本部長は教育長をもって充てる。 

３ 本部員は、別表に掲げる職にある者並びに本部長が定める者をもって充てる。 

（本部長及び副本部長） 

第４条 本部長は、本部を統括する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は欠けたときは、副本部長がその職務

を代理する。 

（本部会議） 

第５条 本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。 

２ 本部長は、必要があるときは、会議に本部員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（作業部会の設置） 

第６条 本部長は、必要があるときは、作業部会を設置することができる。 

（事務局） 

第７条 本部の庶務その他の事務を処理するため、地域づくり推進課に事務局を置く。 

（委任） 

第８条 この規程に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則(令和５年４月１日訓令第８号) 

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

別表(令５訓令８・全改) 

政策推進監、技術参与、危機管理参与、総務参事、厚生参事、産業参事、建設参事、議会事務局

長、総合政策課長、総務課長、地域づくり推進課長、市民課長、健康スポーツ課長、農林課長、商工

振興課長、観光文化交流課長、福祉あんしん課長、子育て推進課長、教育委員会教育総務課長、教育

委員会学校教育課長 
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○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（平成十三年法律第三十一号） 

最終改正 令和元年法律第四十六号 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実

現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被

害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女

性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男

女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止

し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶し

ようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する 

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に

有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称す

る。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む

ものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実 

上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 
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（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援すること 

を含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項 

において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関す 

る基本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めな 

ければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市 

町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の

長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害 

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」とい 

う。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、

当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な

計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必

要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が 

配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センター
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としての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業

務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関

を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこ

と。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第

六号、第五条、第八条の三及び第九条において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護

を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度

の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の

援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その

他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に

委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章

において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官

に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、

前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用

について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 
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第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応

じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容につい

て説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭和二十

九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定め

るところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止する

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面につ

いては、方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けて

いる者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、そ

の申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で

定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害

の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条において

「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭和二

十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その

他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は

市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われ

るよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出

を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対

し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下こ

の章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者か

らの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又

はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する

暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者

である場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者か
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ら引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害

を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を

受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった 

者。以下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各号に

掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時において被害

者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、

又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去す

ること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経

過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるも

のとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装

置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り

得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を

害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに

第十二条第一項第三号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の

子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居し

ている子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めると

きは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該子の

住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する

学校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その
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通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五

歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接

な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次

項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱

暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による

命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えら

れることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の

効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活

の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺

につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしては

ならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同

意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）

がある場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がない

とき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすること

ができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者

から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認める

に足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に

関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると

認めるに足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに

足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 
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イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合

には、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面

で公証人法（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添付しなけ

ればならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを

発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することが

できない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該

配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を

求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。こ

の場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずる

ものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の

長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定によ

り書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を

経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日にお

ける言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所

を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イから

ニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその

内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとす

る。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 
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第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることに

つき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ず

るまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原

裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同条

第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止

をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二項から第四

項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければな

らない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の規定により

その効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やか

に、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につ

いて準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当

該保護命令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定によ

る命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後において、

同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して二週間を経過

した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者

に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により当

該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由

となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令

の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しよう

とする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力が生ずる日か

ら起算して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができないことその他の同号

の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するも

のとする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認め

るときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記以外の部
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分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本

文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並び

に第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるの

は「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しく

は謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することが

できる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審

尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がそ

の職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に

勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に

反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）第一編から第四編までの規定（同法第七十一条

第二項、第九十一条の二、第九十二条第九項及び第十項、第九十二条の二第二項、第九十四条、第百

条第二項、第一編第五章第四節第三款、第百十一条、第一編第七章、第百三十三条の二第五項及び第

六項、第百三十三条の三第二項、第百五十一条第三項、第百六十条第二項、第百八十五条第三項、第

二百五条第二項、第二百十五条第二項、第二百二十七条第二項並びに第二百三十二条の二の規定を除

く。）を準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 

第百十二条第一項

本文 

前条の規定による措置を開始した 裁判所書記官が送達すべき

書類を保管し、いつでも送

達を受けるべき者に交付す

べき旨の裁判所の掲示場へ

の掲示を始めた 

第百十二条第一項

ただし書 

前条の規定による措置を開始した 当該掲示を始めた 

第百十三条 書類又は電磁的記録 書類  

記載又は記録 記載 

第百十一条の規定による措置を開

始した 

裁判所書記官が送達すべき

書類を保管し、いつでも送

達を受けるべき者に交付す

べき旨の裁判所の掲示場へ

の掲示を始めた 
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第百三十三条の三

第一項 

記載され、又は記録された書面又

は電磁的記録 

記載された書面 

当該書面又は電磁的記録 当該書面 

又は電磁的記録その他これに類す

る書面又は電磁的記録 

その他これに類する書面 

第百五十一条第二

項及び第二百三十

一条の二第二項 

方法又は最高裁判所規則で定める

電子情報処理組織を使用する方法 

方法 

第百六十条第一項 最高裁判所規則で定めるところに

より、電子調書（期日又は期日外

における手続の方 式、内容及び経

過等の記録及び公証をするために

この法律その他の法令の規定によ

り裁判所書記官が作成する電磁的

記録をいう。以下同じ。） 

調書 

第百六十条第三項 前項の規定によりファイルに記録

された電子調書の内容に 

調書の記載について 

第百六十条第四項 第二項の規定によりファイルに記

録された電子調書 

調書 

当該電子調書 当該調書 

第百六十条の二第

一項 

前条第二項の規定によりファイル

に記録された電子調書の内容 

調書の記載 

第百六十条の二第

二項 

その旨をファイルに記録して 調書を作成して 

第二百五条第三項 事項又は前項の規定によりファイ

ルに記録された事項若しくは同項

の記録媒体に記録された事項 

事項 

第二百十五条第四

項 

事項又は第二項の規定によりファ

イルに記録された事項若しくは同

項の記録媒体に記録された事項 

事項 

第二百三十一 条の

三第二項 

若しくは送付し、又は最高裁判所

規則で定める電子情報処理組織を

使用する 

又は送付する 

第二百六十一 条第

四項 

電子調書 調書 

記録しなければ 記載しなければ 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規

則で定める。 
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第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項におい

て「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている

環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確

保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理

解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育

及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者

の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進

並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行

う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲

げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなけれ

ばならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のう

ち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 
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第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係

における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力

（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴

力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手か

らの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に

規定する関係にある相手か

らの暴力を受けた者をい

う。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者であった

者 

同条に規定する関係にある

相手又は同条に規定する関

係にある相手であった者 

第十条第一項から第四項ま

で、第十一条第二項第二

号、第十二条第一項第一号

から第四号まで及び第十八

条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する

関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合 

第二十八条の二に規定する

関係を解消した場合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規定によるも

のを含む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第二

十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用する第十八条

第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の

記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二章、第六条

（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センタ

ーに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関

して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る

事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、これ
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らの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定に

よる命令に関する事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改

正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一

項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）があった場合に

おける新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二週間」とす

る。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検

討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、

なお従前の例による。 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 

平成二十六年十月一日 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報の対象となる同条第一項に規定する配偶

者からの暴力の形態並びに同法第十条第一項から第四項までの規定による命令の申立てをすることが

できる同条第一項に規定する被害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者からの暴力に係る加害者の地域社会における

更生のための指導及び支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。 

附 則 （令和四年五月二五日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規定 公布の日 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

附 則 （令和五年五月一九日法律第三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 第二十一条の改正規定 民事訴訟法等の一部を改正する法律（令和四年法律第四十八号。附則第

三条において「民事訴訟法等改正法」という。）附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置

を含む。）は、政令で定める。 
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附 則 （令和五年六月一四日法律第五三号） 抄 

この法律は、公布の日から起算して五年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三十二章の規定及び第三百八十八条の規定 公布の日 

二 第一条中民事執行法第二十二条第五号の改正規定、同法第二十五条の改正規定、同法第二十六条

の改正規定、同法第二十九条の改正規定（「の謄本」の下に「又は電磁的記録に記録されている事

項の全部を記録した電磁的記録」を加える部分を除く。）、同法第九十一条第一項第三号の改正規

定、同法第百四十一条第一項第三号の改正規定、同法第百八十一条第一項の改正規定、同条第四項

の改正規定、同法第百八十三条の改正規定、同法第百八十九条の改正規定及び同法第百九十三条第

一項の改正規定、第十二条、第三十三条、第三十四条、第三十六条及び第三十七条の規定、第四十

二条中組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律第三十九条第二項の改正規定、第四

十五条の規定（民法第九十八条第二項及び第百五十一条第四項の改正規定を除く。）、第四十七条

中鉄道抵当法第四十一条の改正規定及び同法第四十三条第三項の改正規定、第四十八条及び第四章

の規定、第八十八条中民事訴訟費用等に関する法律第二条の改正規定、第九十一条の規定、第百八

十五条中配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第十二条第三項の改正規定、第

百九十八条の規定並びに第三百八十七条の規定 公布の日から起算して二年六月を超えない範囲内

において政令で定める日 
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○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成二十七年九月四日法律第六十四号） 

最終改正 令和元年六月五日法律第二十四号 

目次 

第一章総則（第一条・第四条） 

第二章基本方針等（第五条・第六条） 

第三章事業主行動計画等 

第一節事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節一般事業主行動計画（第八条・第十四条） 

第三節特定事業主行動計画（第十五条） 

第四節女性の職業選択に資する情報の公表（第十六条・第十七条） 

第四章女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第十八条・第二十五条） 

第五章雑則（第二十六条・第二十八条） 

第六章罰則（第二十九条・第三十四条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と

能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」とい

う。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）

の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに

国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策

定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることにより、女性の職

業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高

齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実

現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏

まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、

職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、

性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍に対して

及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなけ

ればならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その

他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事由

が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の

支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果
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たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活

との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本

人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原則

（次条及び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における活躍

の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業

生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境

の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるととも

に、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力しなけれ

ばならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ

一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」と

いう。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなけ

ればならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定め

るよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計

画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策につ

いての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 
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３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第一項に規定

する一般事業主行動計画及び第十九条第一項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業主

行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」という。）を定め

なければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべきも

のを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する労

働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事

業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）

を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更

したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期３第

一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労

働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の

差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業にお

ける女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進する

ために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならな

い。この場合において、前項第二号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労

働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令
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で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業

主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に

即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出る

よう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場

合について、第四項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定

め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づ

き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める

基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」という。）は、商品、役務の提供の

用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定め

るもの（次項及び第十四条第一項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付す

ることができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付し

てはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第九条の認定を

取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところによ

り、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の策

定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を達成

したこと、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七年法律

第百十三号）第十三条の二に規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業務を担当する

者を選任していること、当該女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が特に優

良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことが

できる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 
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第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定一般事業主」という。）については、第八

条第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第十二条の

認定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者

の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主団体

をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせよ

うとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法

（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員である中小事

業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特

別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団

法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するものに

限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、厚

生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認

を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、

同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で

定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第五条の

三第一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条

の二、第四十八条の三第一項、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定

は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四十条の規定は同項の規
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定による届出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第五十条第三項及

び第四項の規定はこの項において準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞれ

準用する。この場合において、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるの

は「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第十六条第四項の規定による届出をして労働者

の募集に従事しようとする者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命

じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の規定の適用については、同法第三十六条第二項

中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者

以外の者に与えようとする」と、同法第四十二条の三中「第三十九条に規定する募集受託者」とある

のは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四号）第十六条第

四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況について報告を求

めることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事

業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該

募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとす

る。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一

般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働

者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その他

の援助の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定

事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主

行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をい

う。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めるとこ

ろにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管

理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活にお

ける活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情につ

いて分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第

二号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の

割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定め
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なければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知さ

せるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなけ

ればならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定め

られた目標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍

に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に関する実  

  績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関す

る前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性

の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げ

る情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創

業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生活

を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その

他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することができ

るものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由な

く、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 
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第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために

必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金

融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又は

物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主その他の

女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大そ

の他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を

実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理解

を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における女

性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとす

る。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事

業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第二十二条第

一項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例

その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域において

女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため、関

係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第二十二条第三項の規定による

事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として

加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互の

連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連

携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に

ついて協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表

しなければならない。 
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（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議

会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第八条第一項に規定す

る一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第七項に規定する一般事業

主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第

八条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第二項に規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一

般事業主若しくは特例認定一般事業主である第八条第七項に規定する一般事業主に対し、前条の規定

による勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨を公表す

ることができる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定す

る厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任

することができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業務の停止の

命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わなかった  

 者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽 

の報告をした者 
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三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しくは検査を 

拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした 

 者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その

法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処

する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八

条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年四月

一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密

については、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規

定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第二十八条の規定

（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力

を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必

要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号）抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正規定及び附則第三十五条の規定公布の日 

二・三略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条第一項、第六十条の二第四項、第七十六条第
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二項及び第七十九条の二並びに附則第十一条の二第一項の改正規定並びに同条第三項の改正規定

（「百分の五十を」を「百分の八十を」に改める部分に限る。）、第四条の規定並びに第七条中育

児・介護休業法第五十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正規定並びに附則第五条から第

八条まで及び第十条の規定、附則第十三条中国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二

号）第十条第十項第五号の改正規定、附則第十四条第二項及び第十七条の規定、附則第十八条（次

号に掲げる規定を除く。）の規定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和

四十六年法律第六十八号）第三十八条第三項の改正規定（「第四条第八項」を「第四条第九項」に

改める部分に限る。）、附則第二十条中建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和五十一年法

律第三十三号）第三十条第一項の表第四条第八項の項、第三十二条の十一から第三十二条の十五ま

で、第三十二条の十六第一項及び第五十一条の項及び第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の

項の改正規定、附則第二十一条、第二十二条、第二十六条から第二十八条まで及び第三十二条の規

定並びに附則第三十三条（次号に掲げる規定を除く。）の規定平成三十年一月一日 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に

対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め

る。 

附 則（令和元年六月五日法律第二四号）抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

第四条の改正規定並びに次条及び附則第六条の規定公布の日 

二 第二条の規定公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の施行

の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。 

附 則 （令和四年三月三一日法律第一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 第二条中職業安定法第三十二条及び第三十二条の十一第一項の改正規定並びに附則第二十八条の
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規定 公布の日 

二 略 

三 第一条中雇用保険法第十条の四第二項及び第五十八条第一項の改正規定、第二条の規定（第一号

に掲げる改正規定並びに職業安定法の目次の改正規定（「第四十八条」を「第四十七条の三」に改

める部分に限る。）、同法第五条の二第一項の改正規定及び同法第四章中第四十八条の前に一条を

加える改正規定を除く。）並びに第三条の規定（職業能力開発促進法第十条の三第一号の改正規

定、同条に一項を加える改正規定、同法第十五条の二第一項の改正規定及び同法第十八条に一項を

加える改正規定を除く。）並びに次条並びに附則第五条、第六条及び第十条の規定、附則第十一条

中国家公務員退職手当法第十条第十項の改正規定、附則第十四条中青少年の雇用の促進等に関する

法律（昭和四十五年法律第九十八号）第四条第二項及び第十八条の改正規定並びに同法第三十三条

の改正規定（「、第十一条中「公共職業安定所」とあるのは「地方運輸局」と、「厚生労働省令」

とあるのは「国土交通省令」と、「職業安定法第五条の五第一項」とあるのは「船員職業安定法第

十五条第一項」と」を削る部分を除く。）並びに附則第十五条から第二十二条まで、第二十四条、

第二十五条及び第二十七条の規定 令和四年十月一日 

（政令への委任） 

第二十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 
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○政治分野における男女共同参画の推進に関する法律 

（平成三十年法律第二十八号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、社会の対等な構成員である男女が公選による公職又は内閣総理大臣その他の国務

大臣、内閣官房副長官、内閣総理大臣補佐官、副大臣、大臣政務官若しくは大臣補佐官若しくは副知

事若しくは副市町村長の職（以下「公選による公職等」という。）にある者として国又は地方公共団

体における政策の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること（以下「政治分野における

男女共同参画」という。）が、その立案及び決定において多様な国民の意見が的確に反映されるため

に一層重要となることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基本理念に

のっとり、政治分野における男女共同参画の推進について、その基本原則を定め、並びに国及び地方

公共団体の責務等を明らかにするとともに、政治分野における男女共同参画の推進に関する施策の基

本となる事項を定めることにより、政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に推進し、も

って男女が共同して参画する民主政治の発展に寄与することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 政治分野における男女共同参画の推進は、衆議院議員、参議院議員及び地方公共団体の議会の

議員の選挙において、政党その他の政治団体の候補者の選定の自由、候補者の立候補の自由その他の

政治活動の自由を確保しつつ、男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指して行われるも

のとする。 

２ 政治分野における男女共同参画の推進は、自らの意思によって公選による公職等としての活動に参

画し、又は参画しようとする者に対するこれらの者の間における交流の機会の積極的な提供及びその

活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した社会における制度又は慣行が政治分野

における男女共同参画の推進に対して及ぼす影響に配慮して、男女が、その性別にかかわりなく、そ

の個性と能力を十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなければならない。 

３ 政治分野における男女共同参画の推進は、男女が、その性別にかかわりなく、相互の協力と社会の

支援の下に、公選による公職等としての活動と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となること

を旨として、行われなければならない。 

４ 政治分野における男女共同参画の推進は、政党その他の政治団体が自主的に取り組むほか、衆議

院、参議院及び地方公共団体の議会並びに内閣府、総務省その他の関係行政機関等が適切な役割分担

の下でそれぞれ積極的に取り組むことにより、行われるものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める政治分野における男女共同参画の推進についての基本原

則（次条において単に「基本原則」という。）にのっとり、政党その他の政治団体の政治活動の自由

及び選挙の公正を確保しつつ、政治分野における男女共同参画の推進に関して必要な施策を策定し、

及びこれを実施する責務を有する。 

（政党その他の政治団体の努力） 

第四条 政党その他の政治団体は、基本原則にのっとり、政治分野における男女共同参画の推進に関
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し、当該政党その他の政治団体に所属する男女のそれぞれの公職の候補者の数に係る目標の設定、当

該政党その他の政治団体に所属する公職の候補者の選定方法の改善、公職の候補者となるにふさわし

い能力を有する人材の育成、当該政党その他の政治団体に所属する公選による公職等にある者及び公

職の候補者についての性的な言動、妊娠又は出産に関する言動等に起因する問題の発生の防止及び適

切な解決その他の事項について、自主的に取り組むよう努めるものとする。 

（法制上の措置等） 

第五条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財

政上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

（実態の調査及び情報の収集等） 

第六条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に関する取組に資するよう、その推進に当たって

障壁となるような社会における制度、慣行、観念その他一切のもの（次項において「社会的障壁」と

いう。）及び国内外における当該取組の状況について、実態の調査並びに情報の収集、整理、分析及

び提供（同項及び第十一条において「実態の調査及び情報の収集等」という。）を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推進に関する取組に資するよう、当該地方公共

団体における社会的障壁及び当該取組の状況について、実態の調査及び情報の収集等を行うよう努め

るものとする。 

（啓発活動） 

第七条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推進について、国民の関心と理解を

深めるとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（環境整備） 

第八条 国及び地方公共団体は、議会における欠席事由の拡大をはじめとする公選による公職等として

の活動と妊娠、出産、育児、介護等の家庭生活との円滑かつ継続的な両立を支援するための体制の整

備その他の政治分野における男女共同参画の推進に関する取組を積極的に進めることができる環境の

整備を行うものとする。 

（性的な言動等に起因する問題への対応） 

第九条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推進に資するよう、公選による公職

等にある者及び公職の候補者について、性的な言動、妊娠又は出産に関する言動等に起因する問題の

発生の防止を図るとともに、当該問題の適切な解決を図るため、当該問題の発生の防止に資する研修

の実施、当該問題に係る相談体制の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（人材の育成等） 

第十条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同参画が推進されるよう、議会における審議

を体験する機会の提供、公選による公職等としての活動に対する関心を深めこれに必要な知見を提供

する講演会等の開催の推進その他の人材の育成及び活用に資する施策を講ずるものとする。 

（その他の施策） 

第十一条 国及び地方公共団体は、第七条から前条までに定めるもののほか、第六条の規定による実態

の調査及び情報の収集等の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、政治分野における男女共同参

画の推進のために必要な施策を講ずるものとする。 
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附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

附 則（令和三年六月一六日法律第六七号） 

この法律は、公布の日から施行する。 
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○性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の 

理解増進に関する法律（LGBT理解増進法） 

（令和五年法律第六十八号） 

（目的） 

第一条 この法律は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解が必ずし

も十分でない現状に鑑み、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の

増進に関する施策の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の役割等を明らかにす

るとともに、基本計画の策定その他の必要な事項を定めることにより、性的指向及びジェンダーアイ

デンティティの多様性を受け入れる精神を涵養し、もって性的指向及びジェンダーアイデンティティ

の多様性に寛容な社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的感情の対象となる性別についての指向

をいう。 

２ この法律において「ジェンダーアイデンティティ」とは、自己の属する性別についての認識に関す

るその同一性の有無又は程度に係る意識をいう。 

（基本理念） 

第三条 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策

は、全ての国民が、その性的指向又はジェンダーアイデンティティにかかわらず、等しく基本的人権

を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティを理由とする不当な差別はあってはならないものであるとの認識の下に、相

互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを旨として行われなければなら

ない。 

（国の役割） 

第四条 国は、前条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっと 

り、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策を策

定し、及び実施するよう努めるものとする。 

（地方公共団体の役割） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策を策定し、

及び実施するよう努めるものとする。 

（事業主等の努力） 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

その雇用する労働者の理解の増進に関し、普及啓発、就業環境の整備、相談の機会の確保等を行うこ

とにより性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する当該労働者の理解の増進に自ら

努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に関する国民の理解の増進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 



 

77 

 

２ 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別

支援学校の幼稚部を除く。以下同じ。）の設置者は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダー

アイデンティティの多様性に関するその設置する学校の児童、生徒又は学生（以下この項及び第十条

第三項において「児童等」という。）の理解の増進に関し、家庭及び地域住民その他の関係者の協力

を得つつ、教育又は啓発、教育環境の整備、相談の機会の確保等を行うことにより性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティの多様性に関する当該学校の児童等の理解の増進に自ら努めるとともに、国

又は地方公共団体が実施する性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解

の増進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（施策の実施の状況の公表） 

第七条 政府は、毎年一回、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の

増進に関する施策の実施の状況を公表しなければならない。 

（基本計画） 

第八条 政府は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国

民の理解の増進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、性的指向及びジェンダーアイデ

ンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する基本的な計画（以下この条において「基本計

画」という。）を策定しなければならない。 

２ 基本計画は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解を増進するた

めの基本的な事項その他必要な事項について定めるものとする。 

３ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本計画を公表しなけ

ればならない。 

５ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対

し、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

６ 政府は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性をめぐる情勢の変化を勘案し、並びに

性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の効果に

関する評価を踏まえ、おおむね三年ごとに、基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、こ

れを変更しなければならない。 

７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用する。 

（学術研究等） 

第九条 国は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する学術研究その他の性的指向

及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の策定に必要な研

究を推進するものとする。 

（知識の着実な普及等） 

第十条 国及び地方公共団体は、前条の研究の進捗状況を踏まえつつ、学校、地域、家庭、職域その他

の様々な場を通じて、国民が、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する理解を深

めることができるよう、心身の発達に応じた教育及び学習の振興並びに広報活動等を通じた性的指向

及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する知識の着実な普及、各般の問題に対応するための

相談体制の整備その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 
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２ 事業主は、その雇用する労働者に対し、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関す

る理解を深めるための情報の提供、研修の実施、普及啓発、就業環境に関する相談体制の整備その他

の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の児童等に対し、性的指向及びジェンダーアイデ

ンティティの多様性に関する理解を深めるため、家庭及び地域住民その他の関係者の協力を得つつ、

教育又は啓発、教育環境に関する相談体制の整備その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

（性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会議） 

第十一条 政府は、内閣官房、内閣府、総務省、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通

省その他の関係行政機関の職員をもって構成する性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連

絡会議を設け、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関す

る施策の総合的かつ効果的な推進を図るための連絡調整を行うものとする。 

（措置の実施等に当たっての留意） 

第十二条 この法律に定める措置の実施等に当たっては、性的指向又はジェンダーアイデンティティに

かかわらず、全ての国民が安心して生活することができることとなるよう、留意するものとする。こ

の場合において、政府は、その運用に必要な指針を策定するものとする。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（検討） 

第二条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 
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